様式第1号（第2条関係）

加美町復興産業集積区域における固定資産税課税免除申請書
令和3年○月○日
加　美　町　長　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所又は所在地　〒981-4292
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加美郡加美町字西田三番５番地　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　株式会社加美町　　代表取締役　加美　太郎　　　
電話番号　　0229―63―○○○○　　　　　　　　　　　　　
加美町復興産業集積区域における固定資産税の課税免除の適用を受けたいので、加美町復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例第3条第1項の規定により申請します。

記
	復興推進事業の内容
	電気機械器具製造業

	課税免除を受ける年度
	令和3年度
	指定内容
	東日本大震災復興特別区域法第(３７･３９･４０)条

	土地
	所在地
	地目
	地積
	課税免除対象地積
	取得年月日
	家屋の建設着手
（予定）年月日

	
	加美町字西田三番○番地△
	宅地
	1,000.00㎡
	220.00㎡
	令和3年1月30日
	令和2年3月1日

	
	
	
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	
	㎡
	㎡
	
	

	家屋
	所在地
	家屋番号
	構造
	延床面積
	取得年月日
	種類（用途）

	
	加美町字西田三番○番地△
	○－△
	鉄骨造
	200.00㎡
	令和2年12月10日
	工場

	
	
	
	
	㎡
	
	

	
	
	
	
	㎡
	
	

	償却資産
	資産の名称
	数量
	種類
	耐用年数
	取得年月日
	取得価額

	
	印字装置
	1
	機械及び装置
	10年
	令和2年6月30日
	1,500,000円

	
	フライス盤
	1
	機械及び装置
	10年
	令和2年10月1日
	500,000円

	
	
	
	
	年
	
	円


※　「指定内容」の欄は，指定を受けた特例条文に該当するものを○で囲んでください。
※　この申請書には，新たに課税免除の適用を受ける資産のみを記載し，記入欄が不足する場合、「別紙のとおり」と記入の上、「別紙」を添付し提出してください。
※　前年度以前から継続して課税免除の適用を受ける資産については，別紙「加美町復興産業集積区域における課税免除適用管理表」に記載ください。

　　（継続して課税免除の適用を受ける資産のみを申告される場合であっても，「土地・家屋・償却資産」の欄以外を記入のうえ，本申請書を併せてご提出ください。）
記載例





課税免除を受ける家屋の垂直投影面積を記入してください。





土地の取得日の翌日から１年以内に当該土地を敷地とする家屋の建設の着手がある場合のみ、土地は対象となります。





固定資産税課税台帳（種類別明細書）に記載された名称で、一品ずつ記載してください。








